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１．趣旨 

この実施要領は、筑西市デジタル観光コンテンツ導入業務（以下「本業務」という。）を実施す

るために、公募型プロポーザル方式によって企画提案を募集し、企画提案書、プレゼンテーション

等を総合的に比較検討し、最も適切な創造力、技術力、経験及び実績を持つ委託候補者を選定する

ため必要な事項を定めるものである。 

 

２．委託業務の概要 

（１）業務名 筑西市デジタル観光コンテンツ導入業務委託 

（２）業務内容 別に定める筑西市デジタル観光コンテンツ導入業務委託仕様書 

（以下「仕様書」という。）のとおり 

 （３）納入期限 令和８年３月３１日（火）まで 

（４）利用期間 納入完了の日から令和１０年３月３１日まで 

（５）委託上限額 １８，２００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（６）担当課 筑西市経済部商工観光課（本庁舎３階） 

住 所：〒３０８－８６１６ 茨城県筑西市丙３６０番地 

電 話：０２９６－２０－１１６０ 

電子メールアドレス：kankou@city.chikusei.lg.jp 

 

３．参加資格 

筑西市デジタル観光コンテンツ導入業務委託に関する公募型プロポーザル（以下「本プロポーザ

ル」という。）に参加できる者は、本実施要領の公告日時点において、次に掲げる要件を全て満た

す者とする。 

（１）本市の令和７・８年度入札参加資格登録業者名簿（以下「名簿」という。）に登録されて

いること。ただし、名簿に登録のない者が優先交渉権者となった場合は、契約締結日まで

に入札参加資格申請を行い、名簿登録をすることができる者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（３）筑西市暴力団排除条例（平成２４年筑西市条例第１号）第２条第１号から第３号に規定す

る者でないこと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に規定する更生手続開始の申立て又は民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）に規定する再生手続開始の申立てがなされていない者。 

（５）破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てをしていないこと。 

（６）過去５年間（令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで）で、国内でデジタル観光コ

ンテンツの整備やそれらを活用したサービスを展開する業務を元請として行い、完了した

実績があること。 
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（７）公告日から契約締結する日までの期日において、筑西市建設工事等指名停止等措置要綱 

の規定による指名停止の措置を受けていない者であること。 

（８）国税、県税及び市税を完納している者であること。 

 

４．説明会の開催 

本プロポーザルに関しての説明会は行わない。 

 

５．実施スケジュール 

 実施に係るスケジュールは下記のとおりである。 

（１）実施要領等の公表 令和７年８月４日（月） 

（２）参加表明書受付 令和７年８月４日（月） 

令和７年８月１２日（火）午後５時 

（３）質問書受付 令和７年８月４日（月）～ 

令和７年８月１２日（火）午後５時 

（４）質問に対する回答 令和７年８月１９日（火）午前１０時 

（５）企画提案書提出 令和７年８月１９日（火）午前１０時～ 

令和７年８月２９日（金）午後５時 

（６）一次審査（書類審査） 

（７）一次審査の結果通知 

（８）二次審査（プレゼンテーション） 

令和７年９月１日（月）～９月５日（金） 

令和７年９月１０日（水） 

令和７年９月３０日（火） 

（９）審査（採否）の通知（契約優先交渉権者の決定） 令和７年１０月上旬（予定） 

（10）契約締結 令和７年１０月中旬（予定） 

 

６．実施要領等の配布 

（１）配布方法 

筑西市公式ホームページ（https://www.city.chikusei.lg.jp/）で公表する。 

（２）配布期間 

令和７年８月４日（月）から令和７年８月１２日（火）午後５時まで 

 

７．参加の手続 

本プロポーザルに参加を希望する者は、参加表明書（様式第１号）を下記により提出すること。  

なお、参加表明書、公募に関する資料・様式類は６（１）で示した筑西市公式ホームページからダ

ウンロードすること。 

（１）受付期間 
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令和７年８月４日（月）から令和７年８月１２日（火）午後５時まで 

（２）提出先 

２（６）で示した担当課に同じ 

（３）提出方法 

持参又は郵送による。持参の場合は、閉庁日を除く午前１０時から午後５時までに２（６）で

示した担当課に提出すること。郵送の場合は配達記録が確認できる書留郵便等により提出期間

内必着とする。 

 

８．実施要領等に関する質問 

参加表明書（様式第１号）を提出した事業者に限り、次により実施要領、仕様書等に関する質問

を提出することができる。 

（１）受付方法 

質問書（様式第２号）により、２（６）で示した電子メールアドレスへ送信すること。送信 

後、必ず電話により受信の確認をすること。（※質問書は、質問事項１件ごとに１枚作成する

こと。） 

 （２）受付期間 

    令和７年８月４日（月）から令和７年８月１２日（火）午後５時まで 

  （３）回答の方法 

    質問に対する回答は、令和７年８月１９日（火）午前１０時にメールにて参加表明書（様式第１

号）を提出した全事業者に一斉に回答する。質問の回答をもって、実施要領を加筆、修正したも

のとする。 

  （４）その他 

   ①電子メール以外での質問及び受付期間以外の質問は一切受け付けない。 

    ②回答の内容に疑義がある場合でも、市はそれ以上の質問に回答しない。 

 

９．企画提案書等の提出 

（１）提出書類 

  ①プロポーザル参加申込書（様式第３号） 

  ②会社概要（様式第４号。資料として、既存のパンフレット等を添付すること。） 

  ③業務受託実績（様式第５号） 

  ④企画提案書（Ａ４判で様式は任意。１５ページ以内とする。表紙、裏表紙、目次は含ま 

ず、両面可とし、１１ポイント以上のフォントで作成すること。 

  ⑤見積書（Ａ４判で様式は任意。仕様書の業務内容に基づき、内訳、単価及び数量を具体的 

   に記載すること。） 
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  ⑥過去５年以内に受託した、本業務内容に類似する業務等の資料。 

（２）提出部数 

 正本を１部（代表者印押印のもの）、副本１２部（副本は、複写可）とする。 

（３）提出期間 

 令和７年８月１９日（火）午前１０時から令和７年８月２９日（金）午後５時まで 

（４）提出方法 

参加表明書（様式第１号）の提出者を対象に企画提案書等の提出を受けるので、事前に電話連

絡のうえ、閉庁日を除く午前１０時から午後５時までに、２（６）で示した担当課に持参するこ

と。  

 

１０．審査方法及び結果通知等 

（１）審査委員会の設置 

業務の履行に最も適した契約の相手方となる候補者を、厳正かつ公正に選定するため、別

に定める筑西市デジタル観光コンテンツ導入業務委託公募型プロポーザル審査委員会設置要

綱の規定に基づき本プロポーザルの審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設置す

る。 

（２）審査方法 

①一次審査（書類審査） 

応募資格要件を満たした応募事業者を対象に、審査委員会で定めた評価基準に沿って、応

募者事業概要調書等について審査を行う。応募者が多数の場合は、３者程度を二次審査の対

象として選定する。なお、応募者が３者以内の場合は応募資格要件の確認のみで、一次審査

を通過したものとする。 

②二次審査（プレゼンテーション） 

一次審査を通過した応募者（以下、「提案者」という。）によるプレゼンテーション及び

当該提案者によるヒアリング審査により総合的に評価するものとする。 

プレゼンテーションは１者につき１０分とし、その後１０分程度の質疑応答を行うものと

する。（プレゼンテーション用ソフトによるプレゼンテーション可。この場合、スクリーン

１台、プロジェクター１台、投影ケーブル１本及び電源一式は、本市が準備し、それ以外は

提案者が用意すること。） 

（３）審査方法 

    提出した企画提案書、プレゼンテーションの内容及びヒアリング（質疑応答）により、審査

委員会が筑西市デジタル観光コンテンツ導入業務委託事業者選定審査要領に基づき審査し、

選定された者を契約優先交渉者とする。 

（４）結果の通知等 
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    選考結果について、文書で事業者あてに通知（郵送）する。なお、審査に対する異議には

一切応じないものとする。 

（５）評価の公表等 

    他参加者に関する情報及び採点基準等に関する問い合わせには一切応じない。 

 

１１．失格となる提案者 

次のいずれかに該当する場合、失格とする。 

（１）提出期限を過ぎて参加表明書や企画提案書の提出があった場合。 

（２）企画提案書等に虚偽、不備の記載があった場合。 

（３）参加表明書提出日より過去１年間において、地方公共団体が発注する委託業務の従事に

おいて、個人情報漏えい、資料紛失等の事故があった場合。 

（４）審査の公平性を害する行為があった場合。 

（５）予算上限を超過した提案を行った場合。 

（６）上記各号に該当するほか、本プロポーザルの中で著しく信義に反する行為等により審査 

委員会が失格と認める場合。 

 

１２．契約方法 

  仕様書と契約優先交渉権者の企画提案書等の記載事項を基本に協議のうえ、筑西市契約規則に

基づき契約を締結するものとする。ただし、契約予定者が辞退した場合及びその他の理由で契約

できない場合は、次点の者と交渉する。なお、本業務目的達成のため、必要範囲において契約優

先交渉権者との協議により、契約締結段階で項目を追加、変更及び削除することがある。また、

これにより見積額を超えない範囲で契約内容、契約金額等の調整を行うことがある。 

 

１３.その他留意事項 

（１）本プロポーザルに係る経費は、全て提案者の負担とする。 

（２）提出書類の著作権は、提案者に帰属する。ただし、本市は、本業務に係る範囲において公

表する場合、その他本市が必要と認める場合には、提出書類の内容を無償で使用できるも

のとする。 

（３）提出された書類は、一切返却しない。 

（４）提出書類の提出後の修正又は変更は、一切認めない。 

（５）提出書類等に記載された個人情報は、本業務の委託候補者の選定のみに使用し、その他

の目的には一切使用しない。 

（６）提案者が１者でも審査を実施し、審査委員会が定める最低基準点を超えた場合は契約候

補者として決定する。 
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（７）本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合は、筑西市情報公開条例（平成１７年

筑西市条例第１５号）に基づき提出書類を公開することがある。 

（８）審査終了後は、本プロポーザルに係る関係資料、審査の内容及び結果について異議申立 

   てはできないものとする。 


